
顧客管理システム「ＷＥＢカスタマン」クラウドサービス利用者規約 

株式会社アクティブ情報サービス（以下、「アクティブ情報サービス」といいます）は、顧客管理システム

「ＷＥＢカスタマン」クラウドサービス（以下「本サービス」といいます）利用者規約（以下、「当規約」といい

ます）について以下の通り定め、 利用者は当規約の規定に従うものとします。  

第 1条（用語の定義） 

当規約において利用される用語に関しては、以下の表のとおりにします。 

条文中にて利用される用語 定義 

利用者 
アクティブ情報サービスに対し本サービスへの利用を申し込み、アクテ

ィブ情報サービスがこれを承認した者。 

利用開始日 
入会申込時に付与されるアカウントが利用者の手許にそろい、利用可

能になった日のこと。 

第 2条（本サービスの内容） 

1. アクティブ情報サービスは、当規約に基づき契約者に顧客管理システム「ＷＥＢカスタマン」の機

能を提供します。 

2. 前項の顧客管理システムの機能あるいは詳細についてはアクティブ情報サービスのホームペー

ジにて情報を公開するものとします。 

3. アクティブ情報サービスは利用者の承諾を得ることなく「ＷＥＢカスタマン」によるサービスの内容

を変更することができるものとし、この場合料金その他の条件は変更後の本規約に従うものとし

ます。変更について、抜本的変更とアクティブ情報サービスが判断した場合に限りホームページ

及び E-mail等で利用者に告知するものとします。 

第 3条（本規約の範囲） 

本規約は、アクティブ情報サービスが利用者に提供する本サービスについて、本サービスの利用者とアク

ティブ情報サービスの間の本サービス利用に関する基本的な事項を規定します。但し、本サービスに関し

てプランごとの個別規定を定める場合や利用者ごとの個別契約を締結した場合、それらは本規約の一部

を構成するものとし、個別規定又は個別契約が本規約と抵触する場合には、最新の規定または契約が

優先されるものとします。  

第 4条（本規約の変更） 

1. アクティブ情報サービスは利用者の承諾を得ることなく本規約を変更できるものとします。なお、

本規約の変更が抜本的変更に該当するとアクティブ情報サービスが判断した場合に限りホーム

ページ及び E-メール等で利用者に告知するものとします。  

2. 本規約の変更後も引き続き利用者が本契約を継続する場合、本規約の変更に同意したものとみ

なします。 

第 5条（利用者資格） 



1. 利用者資格は、アクティブ情報サービスが定める手続きに従って入会の申込をし、アクティブ情報

サービスが発行するアカウントが使用可能であることをアクティブ情報サー ビスが確認できた時

点で与えられます。 

また利用者資格の有効期間は期間を特に定めず自動的に更新されるものとします。 

2. 利用者とは、前項の利用者資格を与えられた(1)個人、(2)法人、(3)その他の団体、(4)法人及びそ

の他の団体に 所属する各個人をいいます。  

第 6条（権利義務譲渡） 

1. 利用者は「ＷＥＢカスタマン」の利用者として有する権利を第三者にアクティブ情報サービスに無

断で譲渡・名義変更・売 買・質権設定その他の担保に供する等の行為はできないものとします。  

2. アクティブ情報サー ビスは本システムにかかる事業を他社に譲渡した場合には、当該事業譲渡

に伴い利用契約上の地位、本規約に基づく権利及び義務並びに利用者の登録情報その他の顧

客情報を当該事業譲渡の譲受人に譲渡することができるものとし、利用者は、かかる譲渡につき

本項において予め同意したものとします。なお、本項に定める事業譲渡には、通常の事業譲渡の

みならず、会社分割その他事業が移転するあらゆる場合を含むものとします。 

第 7条（利用者資格の取消） 

1. 利用者が以下のいずれかの項目に該当する場合、アクティブ情報サービスは当該利用者に事前

に何等通知または 催告することなく、サービスの提供の停止及び利用者資格の取消をすること

ができるものとします。  

1. 入会申込の際の申告事項に虚偽、誤記又は記載漏れがあった場合  

2. アクティブ情報サービスの提供する他のサービスの規約類に違反しいずれかのサービス

の利用 停止処分、または過去に利用者資格の取消処分を受けたことがある場合  

3. アクティブ情報サービスが提供するいずれかのサービスについて、その利用料金等の支

払いを 怠っている場合  

4. 過去に支払を怠ったことがある場合  

5. 個人の利用者、もしくは法人及びその他の団体の代表者である利用者について、その利

用者の 資産について差押や滞納処分を受けた場合  

6. 法人の利用者について、破産、和議、会社更生手続、会社整理もしくは特別清算の申立

の事由 があった場合  

7. 法人の利用者について、手形交換所の取引停止処分、もしくはその利用者の資産につい

て差押 や滞納処分を受けた場合  

8. 個人の利用者、もしくは法人及びその他の団体の代表者である利用者が未成年者で、入

会申込 時に保護者による記名押印がなされた同意書の提出がない場合  

9. 個人の利用者、もしくは法人及びその他の団体の代表者である利用者について、破産の

申立が あった場合または後見開始の審判又は保佐開始の審判を受けた場合 

10. 反社会的勢力等である又は資金提供その他を通じて反社会的勢力等の維持、運営若し

くは経営に協力若しくは関与する等反社会的勢力等との何らかの交流若しくは関与を行

っていると当社が判断した場合、または反社会的勢力等が経営に実質的に関与している

法人等であると判明した場合 

11. 本規約に定める禁止行為を行った場合  

12. アクティブ情報サービスが定める規約等及びその他の法令・通達等に違反した場合  

13. その他、アクティブ情報サービスが利用者として不適当と判断した場合 



2. 前項の場合、個人、法人及びその他の団体の利用者については、期限の利益を喪失し、当該時

点で発生している 利用料金等アクティブ情報サービスに対する債務の全額をアクティブ情報サー

ビスの定める方法で一括して 支払うものとします。  

3. 前項の規定は、法人及びその他の団体に所属する各個人の利用者が第 1項に該当した場合

は、その時点で当該法 人及びその他の団体に所属しているか否かに関わらず、アクティブ情報

サービスが提供する全てのサービス のいずれかの利用に起因する場合は、当該所属法人また

は当該団体の代表者がその義務を負うものとします。  

第 8条（利用者資格所有者に関する情報変更の届出） 

1. 利用者はアクティブ情報サービスへの届出内容に変更があった場合には、速やかに所定の方法

でアクティブ情報 サービスに変更の届出をするものとします。  

2. 法人及びその他の団体の利用者について、利用者が合併その他の理由により、その地位の承継

があったときは、 合併後存続する法人及びその他の団体、もしくは合併により設立された法人及

びその他の団体等は、承継したことを証明する書類を添えて、速やかに所定の方法でアクティブ

情報サービスに変更の届出をするものと します。  

3. 前項の場合、地位を承継した者が 2名以上あるときは、そのうちの 1名をアクティブ情報サービ

スに対する代表者 と定めあわせて書面によりその旨をアクティブ情報サービスに届出をするもの

とします。これを変更したと きも同様とします。  

4. アクティブ情報サービスは、前項の規定による通知があるまでの間、その地位を承継した者のう

ち 1名を選択して代表者とみなします。  

5. 本条に定める変更の届出がなかったことで利用者が不利益を被ったとしても、アクティブ情報サ

ービスは一切その責任を負いません。    

第 9条（利用期間と退会手続） 

1. 「ＷＥＢカスタマン」の最低利用期間は、無料期間を除き利用開始日から 1 ヵ月後の月の末日（以

下、「満了日」といいます。）までとします。  

2. 利用者が退会する場合は、アクティブ情報サービスの定める方法で届出をし、アクティブ情報サ

ービスがその届出を受け付けた日から１ヶ月後の月の末日に退会できるものとします。但し、１ヶ

月後の月の末日が前項に定める利用期間を経過していない場合は、第 3項の規定が適用され

るものとします。 

3. 前項但し書に該当する利用者は、アクティブ情報サービスがその届出を受け付けた日において

当該利用者が利用しているサービスについて、本条第 1項に定める利用期間の残期間に対応す

る未払分料金を、アクティブ情報 サービスが個別に指定する方法で、アクティブ情報サービスが

指定する期日までに支払わなければならないものとします。  

4. 利用者が第 3項の規定に基づいて退会した場合は、違約金の支払が終了したか否かにかかわ

らず、アクティブ情報サービスが退会届を受付けた日をもって、当該サービスの提供を停止するこ

とができるものとします。  

5. 利用者の退会にともない、アクティブ情報サービスは既に受領した利用料その他の債務の払い

戻し等は一切行い ません。  

6. 退会の場合、当該時点において発生している利用料金その他の債務（違約金を含む）の履行は

当規約に基づいてなされるものとします。尚、当規約に定めのない事項については、利用者とア

クティブ情報サービスが協議した上で取り決めるものとします。 



第 10条（利用期間の更新） 

利用期間は、利用者がアクティブ情報サービスの定める方法で届出を行い、利用期間満了日の１ヶ月前

までにアクティブ情報 サービスが退会届を受け付けた場合を除き、何ら事前に通知することなく自動更新

されるものとします。  

第 11条（料金面に関する当規約の適用） 

1. 「ＷＥＢカスタマン」の料金に関する規程は原則当規約の記載に従うものとします。  

2. 当規約に定めのない事項については、アクティブ情報サービスのホームページ上の記載等に従う

ものとします。  

3. 当規約に定める内容は、アクティブ情報サービスが実施するキャンペーン、イベント等により、ア

クティブ情報サービスのホームページ等での事前通知の上、一時的に変更される場合がありま

す。  

第 12条（利用料金） 

1. 本サービスにおける各プランにおいて提供される機能の内容及び料金等は、アクティブ情報サー

ビスが別途定めるとおりとします。 

2. 初期設定費用を除く利用料金の課金単位期間は月単位とし、月単位の利用料金（以下「月額利

用料金」といいます）を毎月課金いたします。尚、利用開始日または利用終了日から当月末日ま

での期間が一ヶ月に満たない場合でも一律「月額利用料金」を課金いたします。 

3. アクティブ情報サービスは、本サービスで提供する機能の内容及び利用料金等の利用条件を、

いつでも変更できるものとします。なお、かかる変更にあたっては、変更日の前までに利用者に対

して通知し、利用者が、変更日までに利用契約の解約を申し出なかった場合、利用者は機能の

内容及び利用料金等の変更に同意したものとみなします。 

第 13条（支払方法） 

1. 利用者はアクティブ情報サービスによる別段の定めがない場合は、アクティブ情報サービスの指

定する銀行口座への振込（以下、銀行振込という）を利用するものとします。  

2. 銀行振込にかかる手数料に関しては利用者が負担するものとします。  

第 14条（利用料金の支払期日） 

1. 初期設定費用及び月額利用料金は前払いとし、指定された支払期日までに支払うものとする。 

2. 利用者は、第 1項に定める以外の利用料金がある場合については、アクティブ情報サービスの

請求に応じて速やかに支払うものとします。  

第 15条（延滞利息） 

1. 利用者が本規約に定める利用料金及びその他の債務の支払について、支払日までに支払をしな

かった場合は、 利用者は、アクティブ情報サービスからの請求に従い、未支払いの利用料金にア

クティブ情報サービス からの 1回の請求あたり 300円の手数料を付加して、その合計額を当社

の指定する方法によって支払わなければならないものとします。 

なお、利用者がアクティブ情報サービスに届け出た連絡先への連絡がとれない場合または、アク



ティブ 情報サービスが指定する日までに入金が確認されなかった場合、アクティブ情報サービス

は利用者の資 格を取消し、退会扱いとすることができるものとします。  

2. 利用者は、第 1項に該当する場合、支払期日の翌日から支払の日の前日までの日数に年

14.6％の割合で計算される延滞利息を、利用料金その他の債務と一括して、アクティブ情報サー

ビスが指定する方法で支払う ものとします。  

3. 前項の支払に必要な振り込み手数料その他の費用は，全て当該利用者の負担とします。  

第 16条（本サービスの変更、中断、中止、廃止） 

アクティブ情報サービスは、本サービスの全部又は一部を変更、中断、中止、廃止することができるもの

とします。 アクティブ情報サービスの判断により本サービスの全部又は一部の提供・運営を中止する場

合、アクティブ情報サービスが適当と判断する方法で利用者にその旨通知します。 

第 17条（反社会勢力の排除） 

アクティブ情報サービスは、反社会勢力等による本サービスの利用を禁止します。アクティブ情報サービ

スは、利用者がこれらの者に該当すると判断した場合、事前に通知することなく本サービスの提供を停止

することができます。アクティブ情報サービスは、この提供停止によって利用者に生じた損害や不利益に

ついて一切の責任を負いません。 

第 18条（知的財産権） 

1. 本サービスにおいて、アクティブ情報サービスが提供するプログラム、ソフトウェア、サービス、情

報等に関する一切の知的財産権はアクティブ情報サービス又は正当な権利者に帰属します。 

2. 利用者は、本サービスを通じて提供されるいかなる情報についても、その著作権等の権利者の

許諾なくして第三者に利用させることはできません。 

第 19条（利用するための設備等） 

利用者は本サービスの提供を受けるために必要なコンピューター、通信機器、ソフトウェア、その他これら

に付随して必要となる全ての機器・通信回線利用契約の締結を自己の費用と責任において行うも のとし

ます。 

第 20条（禁止行為） 

1. 利用者は本サービスの利用にあたり、以下の行為を行ってはならないものとします。  

1. 他の利用者、第三者もしくはアクティブ情報サービスの工業所有権著作権等の知的所有

権、及びその他の権利を侵害する行為、また侵害するおそれのある行為  

2. 他の利用者、第三者もしくはアクティブ情報サービスの財産もしくはプライバシーを侵害す

る行為 または侵害するおそれのある行為  

3. 他の利用者、第三者もしくはアクティブ情報サービスに不利益もしくは損害を与える行為、

または それらのおそれのある行為  

4. 他の利用者もしくは第三者の個人情報を売買または譲受にあたる行為、またはそれらの

おそれのある行為  

5. 公序良俗に反する行為もしくはそのおそれのある行為、あるいはそれを助長する行為  



6. 公序良俗に反する情報を他の利用者もしくは第三者に提供する行為  

7. 未成年者にとって有害と認められる情報の売買、譲受または掲載する行為、それらを助

長する行為。 また、以上のおそれのある行為。  

8. 法令に違反する行為や犯罪的行為、もしくはそのおそれのある行為、あるいはそれを幇

助する行為  

9. 電子メールサービスを利用して無差別又は大量に不特定多数の者に対して その意思に

反し電子メール等を送信する行為、または事前に承認していない多数の送信先に対 する

メール情報配信行為  

10. 事実に反する、またはそのおそれのある情報を提供する行為  

11. インターネット上で、他の利用者、第三者もしくはアクティブ情報サービスが入力した情報

を不正 に改竄した場合  

12. 他人になりすまして情報を送信，受信または表示する行為  

13. IPアドレス、アカウント、パスワード、及びドメイン名を不正に使用する行為  

14. コンピューターウィルス等有害なプログラムを使用し、もしくは提供する行為  

15. 本サービス及びその他アクティブ情報サービスが提供するサービスの運営を妨げる行為  

16. アクティブ情報サービス、本サービス及びその他アクティブ情報サービスが提供するサー

ビスの信用・名誉等を傷つける行為  

17. その他、アクティブ情報サービスが不適切と判断する行為  

2. 利用者は前項各号のいずれかに該当する行為により、他の利用者もしくは第三者に対して損害

を与えた場合や紛争が生じた場合は自己の責任と費用をもって解決し、アクティブ情報サービス

に損害を与えることのないものとします。    

第 21条（情報の取扱） 

1. 利用者は、いかなる方法・態様においても、本サービスを通じて提供される全ての情報について、 

権利者の許諾を得ることなく著作権法、その他の法律で定める私的使用の範囲を超えて使用・利

用をすることはできません。  

2. 利用者は、いかなる方法・態様においても、本サービスを通じて提供される全ての情報について

権利者の許諾を得ないで、利用者以外の者に使用・公開し，あるいは使用・公開させたりすること

はで きません。  

3. 利用者が、本条の規定に違反したことにより、紛争が発生した場合、当該利用者の費用負担と責

任において 解決するものとし、アクティブ情報サービスに何等の迷惑または損害を与えないもの

とします。  

4. アクティブ情報サービスは、本サービスの提供に関して知り得た利用者の秘密及び入力されたデ

ータは、本 サービスの利用期間中のみならず、利用期間終了後も第三者に漏洩してはならない

ものとします。但し、 公知の事実及び無関係の第三者から知り得た情報であることを立証できる

場合は、この限りではありま せん。  

5. アクティブ情報サービスは、個人情報保護法を遵守し、本サービスの提供に関して取得した利用

者の個人情報を、アクティブ情報サービスのプライバシーポリシーに基づき取り扱うものとします。 

第 22条（ID，パスワードの管理責任） 

1. 利用者はアクティブ情報サービスより一時的に付与された ID・パスワードについて、善良な管理

者としての 注意義務を負うものとします。 

2. 利用者は ID・パスワードを厳重に管理し、利用者以外の第三者に公表、漏洩、流布しないものと

します。 



3. ID・パスワードの管理不十分、使用上の過誤、不正使用及びその他利用者の責めに帰すべき理

由により、 アクティブ情報サービス及び第三者に損害を与えた場合は、当該利用者がその損害

を賠償するものとし、 アクティブ情報サービスは一切責任を負いません。  

4. 利用者は、ID・パスワードを忘れた場合もしくは盗用された場合は、速やかにアクティブ情報サー

ビス に届け出るものとします。  

第 23条（サービスの停止） 

1. アクティブ情報サービスは、以下の各号に該当する場合には、アクティブ情報サービスの任意の

判断に基づき、利用者に事前に連絡することなく、本サービスの運用の全部または一部を停止す

ること ができるものとします。 

1. 天災、事変、その他のアクティブ情報サービスの過失に基づかない非常事態が発生し、も

しくは発生するおそれがある場合  

2. アクティブ情報サービスの電気通信設備の保守上または工事上やむを得ない事由が生

じた場合  

3. アクティブ情報サービスの電気通信設備の障害その他やむを得ない事由が生じた場合  

4. 法令による規制，司法命令等が適用された場合  

5. アクティブ情報サービスの過失に基づかず、通信設備会社との契約を変更する場合  

2. アクティブ情報サービスは、前項各号に基づき、本サービスの運用の全部または一部が停止され

たことによって生じた利用者の損害については一切責任を負いません。  

第 24条（アクティブ情報サービス設備の修理または復旧） 

1. 本サービスの利用中に利用者がアクティブ情報サービスの設備またはサービスに異常を発見し

た ときは、利用者は、利用者自身の設備等に故障がないことを確認の上アクティブ情報サービス

に修理または復旧の旨請求するものとします。  

2. アクティブ情報サービスは、アクティブ情報サービスの設備もしくはサービスに障害を生じ、または

その設 備が滅失したことを知ったときは速やかにその設備を修理・ 復旧するものとします。  

第 25条（情報の削除） 

1. アクティブ情報サービスは、以下の各号に該当する場合には、情報の削除を行うことができるも

のとします。 

1. 書き込み内容が本規約に定める禁止行為に該当するとアクティブ情報サービスが判断し

た場合 

2. 利用者によって登録された情報の容量がアクティブ情報サービス所定の容量を超過した

場合 

3. その他アクティブ情報サービスが当該情報を削除する必要があると判断した場合  

2. あくまでも利用者が書き込んだ情報に関する全ての責任は当該利用者にあり、アクティブ情報サ

ービスは、前項に関して、情報を監視・削除する義務を負うものではないため、アクティブ情報サ

ービスが情報を削除しなかったことにより利用者あるいは第三者が被った損害について、アクティ

ブ情報サービスは一切責任を負わないものとします。 



第 26条（損害賠償） 

1. アクティブ情報サービスは、本サービスを運用・利用した結果生じた、いかなる損害に対しても一

切の責任を負わないものとします。 

2. 利用者が、本規約に定める事項に違反したことにより、アクティブ情報サービスが損害を被った場

合には、アクティブ情報サービスが当該利用者の利用者資格を取消したか否かににかかわらず、

当該利用者はアクティブ情報サービスに対して当該損害を賠償する責任を負うものとします。 

3. 前項の規定は、法人またはその他の団体が当該法人またはその他の団体に所属する個人を利

用者として登録した場合において、当該個人が本規約に定める事項に違反したことによりアクティ

ブ情報サービスが損害を被った場合には、その時点で当該個人が法人またはその他の団体に所

属しているか否かに関わらず、当該法人または当該団体が当該損害を賠償する責任を負うもの

とします。 

第 27条（免責事項） 

1. アクティブ情報サービスは、本サービスの内容、および、利用者が本サービスを通じて得る情報

等につい て、その完全性、正確性、確実性、有用性等いかなる保証も行いません。  

2. 本サービスに基づくサービスの提供の遅滞、変更、中止もしくは廃止、本サービスを通じて登録、

提供される情報等の流失もしくは消失等その他本サービスの利用に関連して利用者に損害が発

生した場合、アクティブ情報サービスは、利用者に対しては一切の責任を負わないものとします。 

第 28条（準拠法） 

本規約の成立、効力、その履行および各条項の解釈に関しては日本国法が適用されるものとします。 

第 29条（協議及び管轄裁判所） 

1. 本サービスおよび本規約に関連して、利用者とアクティブ情報サービスの間で問題が生じた場合 

には、利用者とアクティブ情報サービスとので誠意をもって協議するものとします。  

2. 前項の協議によっても問題が解決しない場合には、アクティブ情報サービスの本店所在地を管轄

する裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 


